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改訂前 改定後 新計画項 備考 

第 5節 防災関係機関の実施責任と処理すべき業務の大綱 

第２ 防災関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 市 

（14）警報等の伝達並びに避難勧告又は指示に関すること。 

 

４ 指定地方行政機関 

【関東総合通信局】 

（１）非常無線通信の確保等及び関東地方非常通信協議会の運営

に関すること。 

（新規） 

 

（２）災害対策用移動通信機器及び災害対策用移動電源車の貸し

出しに関すること。 

（３）非常災害時における重要通信の疎通を確保するため、無線

局の開局、周波数等の指定変更及び無線設備の設置場所等の

変更を口頭等により許認可を行う特例措置の実施（臨機の措

置）に関すること。 

（４）電気通信事業者及び放送局の被災・復旧状況等の情報提供

に関すること。 

 

【水戸地方気象台】 

（４）市町村長が行う避難勧告等の判断・伝達マニュアルやハザ

ードマップ等の作成に関する技術的な支援・協力に関するこ

と。 

 

第 5節 防災関係機関の実施責任と処理すべき業務の大綱 

第２ 防災関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 市 

（14）警報等の伝達並びに避難指示等に関すること。 

 

４ 指定地方行政機関 

【関東総合通信局】 

（１）非常通信の確保等及び関東地方非常通信協議会の運営に関

すること。 

（２）災害時テレコム支援チーム（MIC－TEAM）による災害対

応支援に関すること 

（３）災害対策用移動通信機器及び災害対策用移動電源車の貸し

出しに関すること。 

（４）非常災害時における重要通信の疎通を確保するため、無線

局の開局、周波数等の指定変更及び無線設備の設置場所等の

変更を口頭等により許認可を行う特例措置の実施（臨機の措

置）に関すること。 

（５）電気通信事業者及び放送局の被災・復旧状況等の情報提供

に関すること。 

 

【水戸地方気象台】 

（４）市町村長が行う避難指示等の判断・伝達マニュアルやハザ

ードマップ等の作成に関する技術的な支援・協力に関するこ

と。 

 

 

 

 

31 

 

 

 

32 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33 

 

 

 

 

 

 

災害対策基本法の改正 

 

 

 

県地域防災計画の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害対策基本法の改正 

 

 

 
 


